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判例評釈
〔海法・運送法判例研究〕
早稲田大学海法・運送法研究会［第5回］
宅配便業者の荷受人に対する不法行為責任と責任制限約款
（最高裁平成6年（オ）第799号損害賠償請求、同附帯請求事件、平成10年4月30日第一
小法廷判決、上告棄却、判例時報1646号162頁、金融・商事判例1050号33頁、原審・平
成5年12月24日東京高裁判決、判例時報1491号135頁、原原審・平成3年9月25日東京
地裁判決、判例時報1432号137頁）
平泉貴士
判示事項
1．貨物運送業者が一定額以上の高価な荷物を引き受けないこととし、仮に引き
受けた荷物が運送途上において滅失又は殿損したとしても、故意又は重過失がな
い限り、その賠償額を限定することは、合理的なものである。
2．責任限度額の定めは、運送人の荷送人に対する債務不履行に基づく責任につ
いてだけでなく、荷送人に対する不法行為に基づく責任についても適用され、荷
受人も、少なくとも宅配便によって荷物が運送されることを容認していたなどの
事情が存するときは、信義則上、責任限度額を超えて運送人に対して損害の賠償
を求めることは許されない。
1事実の概要
　Xは、貴金属の販売、加工等を目的とする株式会社であるが、平成元年7月
6日、訴外Aら顧客から請け負ったダイヤモンド1個及び赤色石1個の枠加工
を訴外Bに下請させ、これらをBに対して送付した。
　Bは、加工を終えた本件宝石をY会社が取り扱っている宅配便を利用してX
のもとに送付するため、平成元年7月23日、本件宝石を入れて荷造りした箱を
Yの代理店C会社に引き渡した。Yは、宅配便につき標準宅配便約款に従った
約款を定めていた。そして、本件約款においては、運送人が荷物の運送を引き受
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ける時に、送り状を荷物1個ごとに発行し、これに荷送人はその氏名、荷物の品
名及び価格等を、運送人は運賃のほか、損害賠償の額の上限である責任限度額等
をそれぞれ記載するものとし（本件約款3条）、Yはこの責任限度額を30万円と定
め、送り状の用紙に「お荷物の価格を必ずご記入ください。ペリカン便では30万
円を超える高価な品物はお引受けいたしません。万一ご出荷されましても損害賠
償の責を負いかねます。」との文言を印刷し、また、ダイヤモンドなどの宝石類
等は引受けを拒絶することがある旨を定め、代理店Cにおいてもこの旨を記載
した注意書を掲示していた。ところが、荷送人Bは、送り状の依頼主欄及び届
け先欄には所定の事項を記入したが、品名欄及び価格欄には記入しなかった。
　本件荷物は、代理店Cが受け付け、Yの千葉支店千葉ターミナル事業所にト
ラッタで運ばれ、同所で仕分けされた後、Yの東京自動車支店東京中央ターミ
ナルに専用車で配送されたが、その後所在が分からなくなった。本件荷物が紛失
した原因は不明である。
　Xは、加工の注文をしたAら各所有者に本件宝石を返還することができなく
なったことから、各所有者に対してその価格の全額、合計394万1900円を賠償し
た。
　Bは、Xの設立当初から約16年間にわたって、主としてXの仕事だけを下請
けしてきたところ、XとBとの間では、互いに宝石を送付するに当たって各貨
物運送業者の宅配便を利用し、XからBに対するものだけでも年間約80回に及
んでいた。BがYの宅配便を利用してXに宝石を送付するのは本件が4回目で
あり、XもBが本件荷物をYの宅配便を利用して送付することをあらかじめ容
認していた。
　本件訴訟において、XはYに対し、（1）本件宝石について各所有者に全額を
賠償したことにより、各所有者のYに対する不法行為に基づく損害賠償請求権
を取得したことを理由として計394万1900円、（2）Xが取得できなくなったダ
イヤモンドの加工代金相当額15万円、（3）弁護士費用50万円の合計459万1900円
及び遅延損害金の支払を求めた。
　原原審（東京地判平成3年9月25日判時1432号137頁）は、Yの重過失を認定し、
責任限度額を超えるYの損害賠償責任を肯定した（ただし、Bの過失を原告側の
過失として考慮して6割の過失相殺がなされた）。
　原審（東京高判平成5年12月24日判時1491号135頁）は、「高価品を引受制限荷物
としたものの、右約款第三条の規定の文言からは高価品である旨を送り状伝票に
記載するよう荷送人に求めている趣旨が明確であるとはいいがたく、一般大衆を
顧客とする運送システムとしての宅急便にあっては、むしろ控訴人〔Y〕の側で
高価品の明示を促すべきであるということができ、控訴人が高価品の明示のない
海法・運送法判例研究（平泉）　199
荷物をペリカン便で運送するよう委託され、これをそのまま明示を促すこともな
く引受け、運送の過程でこれを滅失殿損させた場合に、知らずにこれを引き受け
たことを理由に控訴人が免責を主張することは信義則上許されないといわなけれ
ばならない」としつつ、Yにとって滅失殼損の損害が30万円の範囲を超えて生
じることについて予見しあるいは結果発生の回避をはかることは困難であったと
して、Yの不法行為責任は、30万円の範囲内に止まると判示した。
　Xは上告したが、最高裁は上告を棄却した。
II判決要旨
　・一　責任制限約款の合理性
　「宅配便は、低額な運賃によって大量の小口の荷物を迅速に配送することを目
的とした貨物運送であって、その利用者に対し多くの利便をもたらしているもの
である。宅配便を取り扱う貨物運送業者に対し、安全、確実かつ迅速に荷物を運
送することが要請されることはいうまでもないが、宅配便が有する右の特質から
すると、利用者がその利用について一定の制約を受けることもやむを得ないとこ
ろであって、貨物運送業者が一定額以上の高価な荷物を引き受けないこととし、
仮に引き受けた荷物が運送途上において滅失又は殿損したとしても、故意又は重
過失がない限り、その賠償額をあらかじめ定めた責任限度額に限定することは、
運賃を可能な限り低い額にとどめて宅配便を運営していく上で合理的なものであ
ると解される。」
　二　荷送人・荷受人に対する責任制限約款の適用
　「右の趣旨からすれば、責任限度額の定めは、運送人の荷送人に対する債務不
履行に基づく責任についてだけでなく、荷送人に対する不法行為に基づく責任に
っいても適用されるものと解するのが当事者の合理的な意思に合致するというべ
きである。けだし、そのように解さないと、損害賠償の額を責任限度額の範囲内
に限った趣旨が没却されることになるからであり、また、そのように解しても、
運送人の故意又は重大な過失によって荷物が滅失又は鍛損した場合には運送人は
それによって生じた一切の損害を賠償しなければならないのであって（本件約款
25条6項）、荷送人に不当な不利益をもたらすことにはならないからである。そ
して、右の宅配便が有する特質及び責任限度額を定めた趣旨並びに本件約款25条
3項において、荷物の滅失又は致損があったときの運送人の損害賠償の額につき
荷受人に生じた事情をも考慮していることに照らせば、荷受人も、少なくとも宅
配便によって荷物が運送されることを容認していたなどの事情が存するときは、
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信義則上、責任限度額を超えて運送人に対して損害の賠償を求めることは許され
ないと解するのが相当である。」
　三　荷受人の責任限度額を超える損害賠償請求と信義則
　「ところで、本件の事実関係によれば、……本件荷物についても、単にこれが
宅配便によって運送されることを認識していたにとどまらず、BがYの宅配便
を利用することを容認していたというのである。このように低額な運賃により宝
石類を送付し合うことによって利益を享受していたXが、本件荷物の紛失を理
由としてYに対し責任限度額を超える損害の賠償を請求することは、信義則に
反し、許されないというべきである。」
　四　宅配便業者の重過失
　「原審が適法に確定した事実関係の下においては、本件荷物の紛失についてY
に重大な過失があったものということはできないとした原審の判断は、正当とし
て是認することができ」（る）。
皿　評　釈
　1。責任制限約款の有効性と適用の可否
　本件では、標準宅配便約款（昭和60年運輸省告示第400号）が問題となっている。
　本件約款3条には、荷物の運送を引き受けるときに、荷送人の氏名（名称）、
住所及び電話番号、荷受人の氏名（名称）、配達先及び電話番号、荷物の品名、
運送上の特段の注意事項（壊れやすいもの、変質又は腐敗しやすいもの等荷物の性質
の区分その他必要な事項）等を荷送人が送り状伝票に記載し、一方、宅配便名、荷
物受取日、荷物引渡予定日、重量及び容積区分、運賃その他運送に関する費用の
額、責任限度額、問い合わせ窓口電話番号等の事項を宅配便業者が記載する旨が
定められ、約款6条には、宅配便業者が運送の引受けを拒絶する場合として、同
条2号に荷送人が送り状伝票に必要な事項を記載しない場合を掲げ、また、引受
制限荷物として同条6号イに「その他当店が特に定めて表示したもの」を掲げ、
さらに、引受制限荷物等に関する特則として、約款23条2項に「第6条第6号に
該当する荷物については、当店がその旨を知らずに引き受けた場合は、当店は、
荷物の滅失、き損又は遅延について、損害賠償の責を負いません。」と定め、責
任を負う場合についての損害賠償の額については約款25条1項に「当店は、荷物
の滅失による損害については、荷物の価格（発送地における荷物の価格をいう。）
を送り状に記載された責任限度額の範囲内で賠償します。」と定め、同条6項に
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おいて、例外的に「当店の故意又は重大な過失によって荷物の滅失、き損又は遅
延が生じたときは、当店は、それにより生じた一切の損害を賠償します。」と定
めていた。そして、これを受けて本件宅配便業者Yは、運送取扱事項（基準）と
して、本件約款3条の責任限度額を「荷物1個の内容品の価格が30万円以内」と
定め、また、約款6条イの引受制限荷物として「荷物1個の内容品の価格が30万
円をこえるもの」（原原審事実認定による）及び「ダイヤモンドなどの宝石類」等
を具体的に列挙して定め、これを本件約款とともに本件代理店C等のペリカン
便取扱事業所の店頭に掲げ、責任限度額および引受制限品目の具体例等を記載し
たパンフレットを受付カウンターに備え置いた。責任限度額及び引受制限荷物に
ついては運輸省関東運輸局長に報告していた。本件で特に問題となる責任限度額
（30万円）及び引受制限荷物に関する規定は、送り状伝票への記載及び代理店店
頭での掲示によって充分な開示が行われているといえ、本件運送契約への組込が
　　　（1）肯定される。
　一般消費者にとって、高価品の明告をしないと運送人が免責されることを知ら
ない場合がほとんどであろうから、荷送人が一般消費者の場合が多い宅配便にお
いて、抽象的な概念である「高価品」についての明告制度（商法578条・標準貨物
自動車運送約款45条）をそのまま適用することは妥当でない。また、商法580条で
は、市場で取引される商品の運送を前提として、到達地における市場価格を基準
とした定額賠償の原則が採用されている（標準貨物自動車運送約款47条も同様）が、
一般に宅配便の荷物については市場での取引が想定されず、また市場価格が算定
できない場合が多いので、この場合も商法の原則をそのまま採用することは適切
　　（2）でない。そこで標準宅配便約款は、商法上の高価品明告制度を廃止し、送り状の
責任限度額と引受制限荷物というシステムを採用した。すなわち、運送人が引受
制限荷物であることを知らないで運送を引き受けた場合には免責されるが、引受
制限荷物であることを知って引き受けたり、知らないことについて過失がある場
合には運送人は免責されない。この場合には、運送人に悪意・重過失がない限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しのり、運送人は責任限度額の範囲内で損害賠償責任を負うこととなる。
　問題は、本件約款の責任限度額そのものが妥当といえるか、また、本件におい
て運送人側に重過失が推認され得るか否かである。
　判決の述べるように、宅配便は、低額な運賃によって大量の小口の荷物を迅速
に配送することを目的として、その利用者に対して多大な利便をもたらしてお
り、利用者が不合理とはいえない金額の責任制限約款に拘束され得ることはいう
までもない。合理的な責任限度額は時代によって変化せざるを得ないが、小口運
送という宅配便の性質および本件事件発生時の平成4年改正前の国際海上物品運
送法13条によれば、運送品の種類及び価額が通告されない場合の運送品に関する
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運送人の損害賠償責任が、一包または一単位につき10万円を限度とされていたこ
とに鑑みても、30万円という責任限度額が不合理なものとはいえないものと考
（4）
える。
　原原審判決は、運送品の紛失がもっぱら宅配便業者の支配領域内で発生したも
ので、その紛失自体に荷送人又は荷受人若しくは所有者の責任が認められず、か
つ第三者の責任も具体的に推測されないときは、宅配便業者の重過失が推認され
るとの理論に従ったうえで、宅配便業者において、故意又は重過失のないことの
立証のない本件においては責任制限約款の適用がないものと判示する。証明責任
の分配は、公平の観点に基づき、真実の発見を促進する方向でなされるべきとの
　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）前提で原原審判決の考え方を支持する見解もあるが、判旨のいう状況下では、宅
配便業者側の軽過失の推認はできたとしても、重過失を推認することはむずかし
　　　　（6）いものと考える。原告側からのYの重過失の立証のなされていない本件におい
て、判旨が、本件荷物の紛失についてのYの重過失を否定した原審の判断を是
認したのは妥当である。
　2．責任制限約款の不法行為責任への適用
　運送品が運送人又は履行補助者の責に帰すべき事由によって滅失・殿損した場
合、運送人は債務不履行に基づく損害賠償責任を負う（商法577条）、他方、その
滅失・殿損は運送品の所有権の侵害という事実を伴うために、それとは別に不法
行為（民法709・715条）の構成要件を充足するのが普通である。この場合の両請
　　　　　　　　　　　（7）求権の関係につき学説の対立がある。
　請求権競合説は、契約責任と不法行為責任とはそれぞれ要件・効果において差
異があるから、二つの請求権は別個の権利であり、荷送人の選択に従って権利行
使を認めることが被害者である債権者の保護に資するとする。
　法条競合説は、一つの行為が二法規に触れるような外観を呈しているが、この
二法規はいわば一般法と特別法の関係にあり、特別法たる契約法が一般法たる不
法行為法の規定を排除して優先的に適用されるべきであるから、荷送人は運送人
の契約責任だけを追及できるとする。
　折衷説は、不法行為責任は契約に予想された程度を逸脱する行為があったとき
にはじめて発生すると解し、多くの場合、請求権が競合するのは、運送人が故意
または重過失によって運送品を滅失・鍛損させた場合に限ると主張する。
　判例は、大審院大正15年2月23日判決（民集5巻104頁）以来、基本的には純粋
　　　　　　　　　　　　　　　（8）な請求権競合説の立場を採用してきたといえる。しかしこの立場によると高価品
免責等の運送人保護制度はほとんど意義を失うことになってしまうとして、近時
は、請求権競合を前提としつつも、債務不履行責任に関する規定の趣旨が運送企
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業の維持や契約当事者の利益均衡を考慮して運送人の責任原因や責任額につき特
別の限定をするものであるときには、運送人の不法行為上の責任内容も同様の限
定を受けるとする、いわゆる修正請求権競合説によって立つ学説が有力となりつ
　　　のつある。学説の影響もあって下級審判決では、修正請求権競合説を正面から採用
　　　　　　　　　　　ユのするものも出現していたが、本件最高裁判決が宅配便の場合という限定付きなが
らも、いわゆる修正請求権競合説の考え方を採用するに至ったことは注目に値す
る。
　3．荷受人等第三者に対する責任制限約款の適用
　（1）運送品の所有者に対する責任制限約款の適用　　いわゆる修正請求権競
合説の考え方を採用して、荷送人に対する不法行為責任についても本件責任制限
約款の適用が認められたとしても、本件運送契約とは全くかかわりを持たない運
送品の所有者（Aら）の運送人Yに対する不法行為の請求において責任制限約
款の効力を及ぽすことができるか否かは別の問題である。
　そもそも運送人に対しては運送契約関係にない所有者からの請求を否定するこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つとが考えられる。この考えは立法論として十分に成り立ち得る考えである。解釈
論としても、運送人は運送品の所有者との関係においては「一般的注意義務」を
負担しないと考えれば同様な結論に到達し得るが、判例は荷送人が所有者である
場合について、運送人が契約上の義務の他に「一般普通人ノ為スヘキ注意義務」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）を負担することを肯定しているものと解される。
　そこで学説の中には、「たとえ所有者が損害賠償請求をしてきた場合であって
も、荷送人と運送人間の契約法上の規律の制約を受けることを正面から認める法
　　　　　　　　（13）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）理を構築するほかない」との問題意識の下で、この結論を肯定する見解がある。
運送人は荷送人が運送品の所有者であるか否か知らない場合が通常であり、ま
た、これを調査すべき義務を負うものと解すことができないという運送人側の不
利益を重視してこの結論を導く考え方は注目すべき見解である。しかしながら、
契約の当事者ではない運送品の所有者が、自分に有利になる規定を自ら援用する
のではなく、不利になる規定に拘束されるためには、「運送人の利益保護」とい
った政策的理由を越えた別の根拠が必要になるように思われる。多数説は、運送
契約と全くかかわりを持たない運送品の所有者からの運送人に対する不法行為の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）請求において責任制限約款を適用する合理的理由はないものと解しており、本件
判決も、同様の見解を前提としている。
　問題は、いかなる事情があれば例外的に運送品の所有者も責任制限約款の適用
を受けるかであるが、この点については後述する。
　多数説・判例の見解によれば、仮に運送品の所有者（Aら）から不法行為責任
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を追及された場合には、Yは、全額の賠償をすることとなるが、30万円を超え
る部分については、荷送人又は荷受人に損害賠償請求することになるものと解さ
　（16）
れる。
　（2）責任制限約款の対抗を受ける第三者　　いかなる場合に運送人が、契約
の当事者ではない運送品の所有者などの第三者に対して運送契約上の責任制限を
適用することができるかが問題となる。
　平野教授は、輸送があらかじめ許容ないし予定されている場合にかぎって契約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の外の第三者の不法行為請求権を制限し得るとの見解を提言される。
　原茂教授は、運送品の所有者と荷送人との間に一体的実質的関係が認められる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）場合に、運送品の所有者を運送契約法の秩序に服させる旨を提言される。
　山下教授は、契約の非当事者が運送法上の制約に服する理由を、実質的には運
送契約という契約関係に入ったことに根拠づけられる。具体的には、運送取扱委
託者、運送取扱以外の間接代理の隠れたる本人、荷受人、下請運送が利用された
場合の所有者、各種相次運送における荷主、他人により自己の所有物の運送が行
われることを知っていた所有権者、同じことを知らなかった所有権者をあげられ
る。そして、運送約款の適用可能性については、非当事者が同意していたかどう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）かがさらに検討されなければならないものとされる。
　本件原審判決は、「第三者が右契約当事者と実質的に同視できる者、すなわち、
運送人との間に生じる法律関係を契約法理によって律することを承認していると
見られる者」という基準を、上告審判決も「宅配便によって荷物が運送されるこ
とを容認していたなどの事情」という基準を採用している。上告審判決が原審の
採用した「契約当事者と実質的に同視できる者」という表現を用いなかったの
は、責任制限約款の第三者効が認められる場合が限定されてしまうことを避けた
　　　　　（20）とも考えられるが、いずれも第三者による同意を要件としていることでは一致し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つている。今後はこの同意が白紙的な授権というものにまで広がり、平野説の提言
される「輸送があらかじめ許容ないし予定」されている場合にまで拡張し得るか
否かが検討されるべきである。
　（3）本件事案の特殊性　　本件のXのYに対する請求権の大半は、Aら荷
物の所有者のYに対する不法行為に基づく損害賠償請求権である。債権者が損
害賠償として、その債権の目的たる物又は権利の価額の全部を受けたときは、債
務者はこの物又は権利について当然に債権者に代位する（民法422条）ので、X
の請求は全額について認められそうである。そうであるにもかかわらず、判旨は
信義則を用いて運送人の責任制限を肯定しているのでその当否が問題となる。思
うに、確かにXのYに対する請求権の大半は、Aら荷物の所有者のYに対する
不法行為に基づく損害賠償請求権ではあるが、AらがXより損害賠償を受けた
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）以上は、債権は当然に債務者（X）に移転することとなる。本件で当事者となっ
ているのが運送品の所有者（Aら）ではなく荷受人Xであるのならば、本件訴
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）訟において荷受人自身の属性が当然に影響を及ぼすこととなるものと考える。
　本件事実認定によれば、荷受人Xは、品名及び価格を正確に示すときはYそ
の他の運送業者が取り扱っている宅配便を利用することができないことを知りな
がら、低額な運賃という利益を享受するために荷送人Bとの問で長年にわたっ
て頻繁に宅配便を利用して宝石類を送付しあっており、さらにBがYの宅配便
を利用することを容認していたというのであるから、このXの属性が本件訴訟
に影響を及ぼすことを前提として、XのYに対する責任限度額を超える損害賠
償請求を否定した本件判決の結論は妥当である。もっとも、本件事実認定からす
れば、Xは当然に「運送人との間に生じる法律関係を契約法理によって律する
ことを承認していると見られる者」（原審判決）に該当するのであるから、責任
制限約款をXからの請求に適用することにっいてことさら信義則を持ち出す必
要はなかったのではなかろうか。
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